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【 論文 】

学校全体で取り組む体育・健康に関する指導の長期的影響に関する検証
―「はだし教育」を受けた児童の約 20 年後の調査から―

古　田　真　司 1・伊　藤　美　和 2

1 愛知教育大学教育学部・2 犬山市立東部中学校

要約
　学校における体育・健康に関する指導の一環として、1980～90 年代に全国の小学校で広く行われていたいわゆる「は
だし教育」の効果を、小学校卒業後のおよそ 20 年を経過した成人を対象とした質問紙調査を行うことにより検証し
た。その結果、小学校 6 年間校内をはだしで過ごす経験をした者は、対照群に比べ、Health Locus of Control（HLC）
において内的統制が有意に強く、また Sense of Coherence（SOC）も有意に高いことが明らかとなった。さらに、主
観的健康感が高く、精神面での予防的保健行動をとる傾向を示した。しかし、調査時点における自律神経系愁訴の数
や肥満度、睡眠時間、日常生活のストレス数、通院状況などの客観的に見た健康状態には差は見られなかった。今後、
義務教育の中で行われる健康教育として、児童に対する 6 年間という長期間の負荷が必要であったのかどうかを含め
て、さらなる検討が必要であると思われる。

キーワード
　健康教育、予防的保健行動、Health Locus of Control（HLC）、Sense of Coherence（SOC）、自律神経系愁訴

Ⅰ．はじめに
　学校における「体育・健康に関する指導」について、
現在の学習指導要領には、総則第 1 の教育課程編成の一
般方針の第 3 項で、「生徒の発達段階を考慮して、学校
の教育活動全体を通じて適切に行うものとする」1）と記
載され、それを学校全体で取り組む活動として位置づけ
ているとともに、それぞれの学校ごとの独自性を認める
形の教育課程としている。そのため、多数のプログラム
によって積極的に取り組む学校がある反面、あまり積極
的でない学校も散見される。また、その内容は学習指導
要領で、食育の推進および体力の向上、安全、心身の健
康の保持増進などが列挙されているが、それぞれは例示
であり、どの内容を行うかやその時間数は学校ごとの裁
量に任されているので、それによる学校間の格差が指摘
されている 2）。
　一方、「体育・健康に関する指導」の目的は、学習指
導要領で次のように記載されている。すなわち、「それ
らの指導を通して、家庭や地域との連携を図りながら、
日常生活において適切な体育・健康に関する活動の実践
を促し、生涯を通じて

0 0 0 0 0 0

健康・安全で活力ある生活を送る
ための基礎が培われるよう配慮しなければならない（傍
点は筆者）」とされ、児童・生徒が学校に在籍する期間
だけでなく、生涯を通じて

0 0 0 0 0 0

、健康に関心を持って生活で
きる子どもの育成を目指すものと解釈できる。このこと

から、こうした「体育・健康に関する指導」に対する評
価は、指導直後の影響だけではなく、卒業後、あるいは
成人になった後にまで及ぶ超長期的な影響を追跡し、評
価する視点も不可欠だと考えられる。
　我が国では、1980 年代に校内生活をはだしで過ごす
いわゆる「はだし教育」が広まり、健康教育の一環として、
全国各地で取り入れられるようになった。しかし、子ど
もの足のケガの増加や衛生的な問題、あるいは効果への
疑問等から徐々に衰退し、現在まで続く学校はごくわず
かになっている。当時、相当数の学校で多くの児童が実
践したにも関わらず、このはだし教育の評価に関する論
文は、現時点でも極めて少ない。はだし教育の効果に関
しては足底のいわゆる「土踏まず」の形成に効果がある
とされ、それを実証する報告がいくつかある 3）4）。しかし、
そもそも、土踏まずの形成と運動能力や日常生活とは無
関係であるという報告があり 5）、体験者から語られる「か
ぜを引かない」「精神的にたくましくなる」などの効果
についても、現時点は、ほとんど科学的な証明がなされ
ていない。
　こうした事実は、学校における「体育・健康に関する
指導」の危うさも浮き彫りにしている。つまり、このよ
うな学校全体を巻き込んだ健康教育が、主として学校長
の意向で開始され、その後、その効果の科学的検証もほ
とんどされることなく、最後にまた、学校長の判断で中
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止されているという問題である。しかもこれは、現在の
学校におけるその他の多くの健康教育にも共通する問題
点である。学校における健康教育は、長期的視点でその
効果を検証し、その検証結果により、科学的根拠のある
新たな健康教育へと変化させていかなければならない。
　これまでにも、学校における教育活動の効果を卒業生
の追跡調査により検証した研究が散見されるが 6）7）、い
ずれも約 10 年後の調査であり、卒業後 20 年を超えるも
のや、保健の分野では調査はほとんど見られない。
　そこで本研究では、愛知県の A 小学校で約 30 年継続
されている「はだし教育」に着目し、主として、過去に
この健康教育を経験した成人を対象とした健康実態や健
康感などに関する質問紙調査を行った。本研究の結果、
小学校時代に学校全体で取り組んだ「体育・健康に関す
る指導」の超長期的な影響を検証し、このような健康教
育に対する今後のあり方を検討したので報告する。

Ⅱ　研究方法
（1）調査対象および分析対象
　過去に「はだし教育」を経験した 20 歳以上の成人に
調査を行うため、愛知県内にある A 小学校（現在もは
だし教育を実践している学校）の児童の家族（近隣の
住民を含む）、およびＡ小学校の卒業生が通うＢ中学校
の生徒の家族、さらに、Ａ小学校の卒業生（20 歳以上）
および静岡県にあるＣ小学校（過去にはだし教育を行い、
現在は行っていない学校）の卒業生（20 歳以上）に依
頼して、無記名質問紙調査を行った。なお、この調査の
中で、はだし教育を経験していない成人を対照群として
設定するため、調査対象者の家族や知人で、はだし教育
を経験していない人でも本調査に回答してもらうように
依頼して実施した。
　調査は、平成 22 年 7～9 月にかけて、無記名質問紙調
査により実施した。Ａ小学校とＢ中学校の家族には、そ
れぞれの学校の協力を得て、児童・生徒の家庭それぞれ
に調査用紙を 2 部ずつ配布し、調査の目的を説明する文
書を同封して、調査への協力の同意が得られた家族から、
氏名が分からないように封筒に入れた調査用紙を、児童・
生徒を通じて学校で回収した。なお 2 部の調査用紙は、
児童・生徒の家族以外に、はだし教育の経験がある近隣
の住民でも記入できる旨の説明を行って実施した。ま
た、20 歳代および 30 歳代前半の調査対象者を増やす目
的で、Ａ小学校とＣ小学校の卒業生（20 歳～34 歳）と
その友人に対して、学校関係者の協力を得て、電話等で
あらかじめ調査の同意を得た上で調査用紙を郵送し、郵
送による質問紙の回収を行った。
　調査の用紙の配布数は、Ａ小学校の児童の家族に対し
て 488 部（244 家族）、Ｂ中学校の生徒の家族に対して
642 部（321 家族）、その他の郵送調査を実施した人に対

して 130 部の計 1260 部である。はだし教育経験の有無
が偏らないように、はだし教育を行っているＡ小学校だ
けでなく、別の小学校（はだし教育をしていない）から
の進級があるＢ中学校の家族にも調査を依頼したほか、
それぞれの調査対象者には、はだし教育の経験者だけで
なく、経験のない友人や知人への調査用紙の配布の協力
を文書で依頼して、対照群を含むデータの回収を行った。
　その結果 793 名（男性が 304 名、女性 489 名）から回
答が得られ、回収率は 62.9％であった。回収したデータ
では、性別ごとに見たはだし教育の経験がある者（以下：
はだし経験あり群）とそうでない者（以下：はだし経験
なし群）の年齢分布に違いがみられ、経験なし群の方に
年齢が高い人が多い傾向が見られた。過去の記録によれ
ば、今回調査対象とした A 小学校の実践開始時期は昭
和 56 年度であり、当初の卒業生は平成 22 年現在で 41
～42 歳であったため、対照である経験なし群も、これ
以下の年齢に限定する必要があると考えられた。そのた
め、分析から 43 歳以上の人を除外し、今回の分析査対
象者は 20～42 歳の成人男女とした。
　本調査における 20～42 歳のはだし経験あり群は 170
名となり、男性 73 名、女性 97 名であった。男女別の
平均年齢（±標準偏差）は、男性 35.9（± 5.8）歳、女
性 36.7（± 5.0）歳であった。これに対して、経験なし
群には中学生の両親が多く含まれていたので、男女とも
40 歳代以上の割合が高く、平均年齢も有意に高かった。
そのため、今回分析対象とした 40 歳代（40 歳、41 歳、
42 歳）の経験なし群については、全員を分析の対象と
することをやめて、この中から各年齢ごとに、乱数表を
用いて分析対象者をランダムに選択した（40 歳未満の
比率に合わせて、男性はおよそ 1：1、女性はおよそ 1：1.5
の比率になるように選んだ）。これによって経験なし群
の分析対象者は、215 名（男性 73 名、女性 142 名）と
なり、経験なし群の平均年齢（±標準偏差）は、男性が
35.8（± 5.3）歳、女性が 37.4（± 3.6）歳となり、経験
の有無による年齢の偏りはほぼなくなった。今回分析対
象とした、はだし経験あり群と経験なし群の年齢階層ご
との人数を表 1 に示す。

（2）調査項目
　本調査を実施するにあたって、あらかじめ、Ａ校やＣ
校の今から約 20～30 年前に勤務していた教員などを対

表1　分析対象者の「はだし教育」経験あり群となし群の年
齢分布と平均値（男女別）
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象としたインタビュー調査（予備調査）を行い、複数の
教員の証言から、はだしの教育に込められた共通する教
員の狙いを確認した。その結果、概ね子どもたちの「丈
夫な体」と「健康に対する関心」および「強い精神力の
育成」という 3 つの狙いがあることが明らかとなった。
　そのため、これらの 3 つの狙いが成人になって達成さ
れ、また維持されているかどうかを見ることを本調査の
主な目的とした。調査内容と分析方法については以下の
通りである。

①　主な属性として、年齢、性別、はだし教育の経験の
有無、調査時点での通院状況、過去に大きな病気があっ
たかどうか、日常ストレスの状況（1．多忙、2．肉体疲労、
3．気が休まらない、4．人間関係のストレス、5．家族
関係のストレス、6．その他の悩み）、体格（身長・体重）
や睡眠時間、主観的健康感（4 段階評定）、上記 3 つの
狙いから著者らが自作した 5 つの健康に関する自覚症状

（1．足腰が丈夫、2．暑さや寒さに耐えられる、3．大事
な場面で気持ちを集中できる、4．からだを動かすこと
が好き、5．体力は自信がある）など。なお身長と体重
は自己申告により調査を行い、この値から肥満度（BMI=
体重（kg）/ 身長（m）

2）を算出した。
②　身体不調を表す指標として、自律神経系愁訴の訴え
数：阿部ら 8）による自律神経系愁訴 43 項目の有無を「は
い、いいえ」で回答を求め、「はい」の数を合計したもの。
③　予防的保健行動（運動習慣や食習慣など）：渡辺 9）

による 15 項目を 4 段階評定で集計したもの。
④　Health Locus of Control（保健行動の自己決定能力
を認知様式の面から測定しようとするもので、Internal

（内的統制）である者は、健康を自分自身の努力によっ
て得られると信じ、External（外的統制）の者は、医療
従事者や運によって得られると信じるとされる）：渡辺 9）

の 14 項目（以下 HLC と略す）。
⑤　Sense of Coherence（「首尾一貫感覚」と訳されるが、
直面するストレスの原因をリスクとしてのみ捉えるので
はなく挑戦すべき課題と捉え、自己の成長の糧にしてし
まう健康保持能力）：戸ヶ里ら 10）11）の SOC3-UTHS（3
項目版）で表す（以下 SOC と略す）。

　本研究では、当時よく言われた「自律神経の鍛錬」に
着目し、調査時点での自律神経機能の指標となる、阿部
らによる自律神経系愁訴 43 項目の有無を調査した。自
律神経失調症の傾向が強いとさまざまな不調を訴えるこ
とが多く、その結果、この調査票では「ある」と答える
愁訴の数は多くなるとされている 8）。
　渡辺の作成した予防的保健行動の項目 9）は、高校生
を対象とした自由記述と面接調査によって選ばれた 15
項目で作られている。成人になっても、こうした疾病を

予防する保健行動が維持されているかどうかを確認する
ため、本調査に加えた。
　Health Locus of Control（HLC）は、アメリカの心理
学者 Rotter がその社会的学習理論の中で用いた個人の
行動を予測する因子の 1 つである Locus of Control を、
保健分野に適用したものであるとされる 12）。我が国で
は、渡辺が日本版 HLC 尺度を開発し 9）、本研究もその
尺度を用いて検討した。
　一方、ストレス対処能力を表すと言われる Sense of 
Coherence（SOC）は、調査用紙の紙面の関係で、3 項
目版（SOC3-UTHS）11）を用いて調査した。「困難を解
決する方法をみつけることができる（処理可能感）」「困
難に向き合って取り組む価値がある（有意味感）」「困難
を予測できる（把握可能感）」の 3 項目は、それぞれ 29
項目や 13 項目で実施される本来の SOC 尺度を構成する
3 因子に相当する質問項目をそれぞれ 1 つずつ用意して
回答させるものであるが、戸ヶ里らによってその妥当性
と信頼性は検証されている 11）。

（3）倫理的配慮
　A 小学校およびＢ中学校では、それぞれの職員会議
で調査の目的を説明して全教員の同意を得た上で実施し
ている。また、児童・生徒の家族へは、調査用紙に調査
の目的を明示し、調査で個人名が明らかになることはな
いことおよび調査協力は強制ではなく自由な意志で参加
できる旨を記載した上で、アンケートは無記名の封筒に
入れてもらい回収した。また、郵送法による調査は、個
人情報に配慮して、学校関係者から電話等であらかじめ
調査の依頼を行い、同意を得た上で調査用紙を郵送して
実施した。

（4）分析方法
　男女によって健康行動や意識の違いがあることが予想
されたため、分析は主に、性別と「はだし教育」の経験
の有無の 2 要因による各指標の平均値の違いを、2 元配
置分散分析により検討した。なお、集計および統計解析
には、IBM SPSS Statistics ver.21.0J を用いた。

Ⅲ　結果
（1）健康面への影響について
　はだしの教育の影響を、調査時点での健康状態を確認
するいくつかの質問項目で検討した。
　現在の身体不調の程度を示す自律神経系愁訴の訴え数
については、はだし経験の有無によって有意な差は認め
なかった（表 2 の 1））。また、調査時点での肥満度や睡
眠時間の違いを検討したところ、性別による主効果（男
性の方が女性よりＢＭＩが大きく、睡眠時間も長い）が
見られたが、はだし経験による主効果は認めなかった（表
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2 の 2）および 3））。日常ストレスの状況（1．多忙、2．
肉体疲労、3．気が休まらない、4．人間関係のストレス、
5．家族関係のストレス、6．その他の悩み）の有無の数も、
はだし経験との関連は認めなかった（表 2 の 4））。さら
に、通院状況や過去の大きな病気の有無なども、はだし
経験の有無で有意な差は見られなかった。
　これに対して、健康度の自己評価である主観的健康感

（非常に健康である：4 点～健康でないと思う：1 点）で
は、はだし経験の主効果が有意であり（p<0.01）、男女
とも経験がある群の方がない群より高い傾向を示した

（表 2 の 5））。また、5 つの自覚症状に関しては（表 2 の 6）
～10）参照）、「大事な場面で気持ちを集中できる」と「か
らだを動かすことが好き」の各項目で、はだし経験の主
効果が有意であり（それぞれ p<0.01、p<0.05）、いずれ

も経験ありの群にこれらの自覚が強かった。また「暑さ
寒さに耐えられる」では交互作用が有意であったので、
性別ごとに単純主効果を検定を行ったところ、男性では
経験あり群がなし群より有意に高く（p<0.01）、女性で
は有意差がなかった。

（2）予防的保健行動について
　予防的保健行動の合計得点（得点範囲：15～60 点）
と性別およびはだし経験との関係を見ると、性別の主効
果が見られ、女性の方が男性より高いことが明らかと
なったが、はだし経験の主効果は有意ではなく、関連は
認めなかった（表 3）。
　これをさらに、個別の予防的保健行動の内容から検討
すると、はだし経験の主効果が見られた項目は「3 食を

表2　小学校での「はだし教育」経験と、調査時点における健康状態の関係

表3　小学校での「はだし教育」経験と、調査時点における予防的保健活動の関係
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きちんととる」「趣味を楽しむ」「くよくよ悩まない」「気
分転換をする」の各項目であった。このうち「3 食をき
ちんととる」では、経験あり群の方がなし群より平均値
が低い傾向を示したが、他の 3 項目では経験あり群の方
が平均値は高かった。また「健康食品、健康薬を使う」
では交互作用が有意であったので、単純主効果を検定を
行ったところ、男性では経験の有無との関連はなく、女
性ではあり群がなし群より有意に高かった（p<0.05）。

（3）自己決定能力（HLC）とストレス対処能力（SOC）
について

　保健行動の自己決定能力と関連すると言われている
HLC（得点範囲 14～56 点）の合計得点については、は
だし経験の主効果が有意であり（p<0.01）、はだし経験
者に Internal 志向が強い結果となった（表 4）。個別の
質問項目では、「よい行動を心がけていれば健康でいら
れる」「自分の努力で健康でいられる」「とる行動で健康
が左右される」「努力しても病気の原因は取り除けない」

「一生健康でいられる」の各項目ではだし経験の主効果
が有意となり、どの項目でも経験あり群の Internal 志
向が強い結果となった。
　一方、直面するストレスを挑戦すべき課題と捉え、そ
れに挑む力である SOC 合計得点（得点範囲 3～21 点）
については（表 5）、はだし経験による主効果が有意と
なり（p<0.05）、経験あり群がなし群より高い傾向を示
した。また、下位尺度では「有意味感」で、はだし経験
による主効果が有意となり（p<0.05）、はだし経験あり
群の得点が高い傾向をを示した。

Ⅳ　考察
（1）健康面への影響について
　これまでのはだし教育の健康面への影響についての研
究は、ほとんどが 1980 年代から 90 年代にかけてのもの
であり、またその多くは、足底の土踏まずの形成に関す
るものである 12）。しかし、仮に土踏まずの形成が身体
面に良い影響を与えるとしても、土踏まずの形成が学校

表4　小学校での「はだし教育」経験と、調査時点におけるHealth Locus of Control（HLC）の関係

表5　小学校での「はだし教育」経験と、調査時点におけるSense of Coherence（SOC3-UTHS）の関係
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で行われる健康教育の最終目標ではありえない。もし、
土踏まずの形成が運動能力を高めたり、脳を刺激したり
するなら、はだし教育の有無と運動能力や学業成績との
関連を直接調べればよいのだが、そのような研究報告は
皆無である。これに対して、坂下は、はだし教育が行わ
れていない都会の幼稚園、小学校、中学校でも土踏まず
の形成の遅れはなく、また、詳細な調査の結果、小学 5
年生と中学生の土踏まずの形成と運動能力はほぼ無関係
であったことを報告している 5）。このことから、はだし
→土踏まず→運動能力（学業成績）の説明は、残念なが
ら、科学的根拠のない類推にすぎないと言える。
　それでは、1980 年～90 年代にブームとなったはだし
教育の目指したものは何であったのか。本調査の対象で
あった A 校、C 校で今から 20～30 年前に勤務していた
当時の教員が語った、「丈夫な体」や「健康に対する関心」
および「強い精神力の育成」について、さらに検討を加
える必要がある。
　本研究では、「自律神経の鍛錬」に着目し、調査時点
での自律神経機能の指標となる、阿部らによる自律神経
系愁訴 43 項目の有無を調査した。しかし、男女とも、
はだし経験の有無によって有意な差は認めなかった。こ
れについては、小学生時代に違いがあったかどうかは現
時点では不明だが、少なくとも約 20 年後の成人になっ
た時点では、その効果は証明できなかったことになる。
また、調査時点での肥満度や睡眠時間の違いを検討した
が、有意な差は認めなかった他、日常ストレスの数や通
院状況、過去の大きな病気の有無なども、はだし経験の
有無で有意な差は見られなかった。これらは、毎年の健
康診断において検査あるいは問診項目として使われてい
る項目であるが、はだし経験は、約 20 年後の客観的な
健康状態にほとんど影響を与えていないことが明らかと
なった。
　これに対して、健康度の自己評価である主観的健康感
では、男女ともはだし経験あり群が、なし群に比べて有
意に高い傾向を示した。また、はだし教育を意識して著
者らが作成した 5 つの具体的な自覚症状に関しては、「暑
さや寒さに耐えられる」が男性のみで有意で、他に「気
持ちを集中できる」「からだを動かすことが好き」にお
いて、はだし経験あり群が経験なし群に比べ有意に高い
傾向を示した。
　主観的健康感や本調査における 5 つの自覚症状は、症
状というよりも「自分が健康だ」「自分は○○ができる」
という一種の自己暗示であり、信念のようなものであっ
た可能性がある。はだし経験あり群が経験なし群と比べ
て、健康実態にはそれほど差がないにもかかわらず「自
分は健康だ」と考えられるのは、それだけ、小学校 6 年
間のはだし教育の記憶が鮮明で、「あの（つらい、ある
いは頑張った）はだし教育をやり通したのだから、今

も健康なはず」と考えている割合が高いのかもしれな
い。この点は、第 3 節で述べるストレスに対応できる力

（SOC）にも関連する内容だと考えられる。

（2）予防的保健行動について
　予防的保健行動の合計得点は性別の主効果が有意であ
り、女性の方が男性より高かった。過去のいくつかの報
告から、児童・生徒の時期においては、もともと男子よ
り女子の方が健康に関する知識や態度が良好であるとこ
とが示されている 14）15）。本調査において予防的保健行
動の平均値が男性よりも女性の方が高かったことから、
約 20 年後も同様の傾向が続いていることが示唆された。
　その一方で、予防的保健行動の合計得点と、はだし経
験では有意な関連が認められなかった。小学校でのはだ
し教育の効果を、安全の意識や健康習慣等との関連で調
べた青柳らの報告によると、学校での石や画びょうなの
で危険物に対する意識や、手洗い、爪切り、洗濯頻度な
どの健康習慣ではだし教育実施校で有意に高かったこと
を報告している 16）。しかしこれらは、一日中はだしで
過ごすことから来る当然の結果であるとも言える。はだ
し教育によるこうした意識の高まりが、成人後の予防的
保健行動につながることが期待されたが、本調査結果か
らは、そのような結果は得られなかった。
　しかし個別の予防的保健行動の内容から、もう少し詳
細に検討すると、「趣味を楽しむ」「くよくよ悩まない」「気
分転換をする」の各項目では、はだし経験者の方ができ
ている傾向を示した。これは、はだし教育の精神面への
よい影響であると考えられるが、こちらも後で述べるス
トレスに対応できる力（SOC）と関連する内容であるの
で、さらに次節で考察を深めたい。

（3）自己決定能力（HLC）とストレス対処能力（SOC）
について

　HLC が Internal（内的統制）である者は、健康を自
分自身の努力によって得られると信じ、External（外的
統制）の者は、医療従事者や運によって得られると信じ
るとされる。現在、ほとんどの健康教育は、対象の自己
統制能力を高めることを目指しており、その中では、健
康教育を通して Internal（内的統制）傾向の増大がもた
らされることが期待されている 9）12）。
　本研究において HLC の合計得点は、はだし経験によ
る主効果が有意であり、男女とも、はだし経験あり群が
経験なし群より Internal 傾向が強いという結果になっ
た。Internal に分類される質問項目は「病気の原因は自
分の行動にある」や「自分の努力によって健康でいられ
る」のような前向きで積極的な考え方を反映しており、
はだし経験を小学校 6 年間続けることができたという思
い出が結果的によいものであれば、このような Internal
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な考え方になるのは当然かもしれない。しかし、それが
約 20 年間も維持できているのは、それほど心に刻まれ
た大きな体験であったからだとも考えられる。
　日本における冒険教育プログラム（自然の中での登山、
ロッククライミング、カヌー、ヨット、沢登りなどで身
体的、精神的ストレスの克服をめざす教育）の効果を、
参加者（主に成人）の追跡調査で検討した伊原らの報告
によると、数日から 1ヶ月程度、あるいは調査が数年か
ら数十年後の調査であるにもかかわらず、自信の獲得や
積極性など意識や行動の変化については、その効果が直
後から数十年後まで変わらず維持されていたことが示さ
れている 17）。この調査は対象が児童ではなく主に成人
なので、直接的な比較はできないが、こうした忘れ得な
い強烈な体験の影響は、特に心理面では長期間が残って
いくのではないかと考えられる。
　本研究で検討した、ストレス対処能力を表すと言われ
る SOC は、「困難を解決する方法をみつけることができ
る（処理可能感）」「困難に向き合って取り組む価値があ
る（有意味感）」「困難を予測できる（把握可能感）」の
3 項目で成り立っている。その結果、SOC 合計得点は、
はだし経験による主効果が有意であり、男女ともはだし
経験あり群が経験なし群より高い傾向を示した。
　坂野のレビューによれば、子ども時代に SOC が形成
される過程として、「一貫性のある経験」が把握可能感

（困難の予測）の基礎となり、「ほどよい負荷のバラン
ス」が処理可能感（解決方法を持つ）の基礎となり、「意
志決定への参加」が有意味感（困難に向き合う価値を見
いだす）の基礎となるとされている 18）。はだし経験は、
ある程度の負荷が伴う活動である上、学校の特色として
アピールされていることが多く、この活動への参加が学
校の特色や伝統形成にもつながるという独特の学校組織
文化と一体化している。従って、このような活動を 6 年
間一貫して取り組むことには、上記の 3 つの要素がほぼ
すべて含まれていたと考えられる。
　高校生の SOC の関連要因を検討した戸ヶ里らの報告
によると、SOC が高値で維持されている要因は、小学
校での積極的な部活動、いじめられ経験がないこと、高
校での成績、スポーツ、芸術、友人関係などであった
19）。しかしこの報告では、積極的な部活動経験が中学校
の場合は関連がなかったとされている点が興味深い。こ
れには、SOC が発達する時期の問題や、部活動の負荷
の問題（バランスのとれたよい負荷であるかどうか）が
関連していると思われる。その点では、小学校時代のは
だし経験は、多くの児童にとって、結果的に、それほど
無理のないほどよい負荷であった可能性がある。しかし
一方で、SOC はさまざまな要素で増減することが知ら
れており、これが結果的に約 20 年後まで維持されてい
たのは、やはり小学校における 6 年間のはだし経験が、

児童にとって深く心に刻まれる経験であり、そのため
に、主観的健康感や HLC と同様の「自分は健康である」、
あるいは「健康のために自分は努力できる」という強い
信念が生まれ、それがずっと維持されてきた結果だと考
えられる。

（4）本研究の意義と今後の課題
　本研究の結果、小学校における 6 年間のはだし経験は、
特に心理面の強さや健康に関する信念、あるいはストレ
ス対処能力等において、卒業後約 20 年を経てもなお、
児童に大きな影響を残していることが明らかとなった。
　しかし、本研究の結果に対する客観的な評価は簡単で
はない。はだし経験群は、健康教育の立場から見ると、
とても重要な能力や考え方を身に付け、約 20 年後もそ
れをある程度維持していたが、この教育にかけた 6 年と
いう歳月はあまりにも長く、そこに注いだ子どもたちや
教員のエネルギーは莫大なものがある。仮に、子どもた
ちや教員、保護者の多くが満足し、その間の負担感があ
まりなかったとしても、外部から客観的に見れば、それ
は明らかである。すなわち、費やしたその莫大なエネル
ギーに見合う成果であったかを、冷静に検討する必要が
ある。
　HLC や SOC は、現在の保健教育の中ではきわめて重
要な概念であるが、それを伸ばしていく保健教育やさま
ざまな経験は他にも多数ある。たとえば、そのような健
康プログラムに比べて明らかに有効な教育方法であった
のか、あるいは毎日「はだし」になる必要はなく、週 1
回でも効果がある可能性はないのかなど、漫然と現状を
肯定するのではなく、常に新たな検証をしていく必要が
ある。
　さらに、自律神経系の愁訴数や日常ストレスの状況、
通院頻度などの客観的に見た健康状態は、現時点では、
はだし経験あり群となし群で、ほとんど差が認められな
かった。また、本論文の結果としては示していないが、
女性のはだし経験者における調査時点での「冷え」の訴
えがやや多い傾向もみられた。はだし教育には本来、自
律神経の鍛錬という目的があったはずであるが、それに
はあまり効果が示されず、逆に、過度に行うことによる
弊害が生じる可能性もあり、これらについては、今後あ
らためて検証する必要がある。
　今回の結果からは、学校全体で行う「体育・健康に関
する指導」の影響力の強さと、その責任の大きさが改め
て示されたと言えるかもしれない。また、他の同様の活
動に関しても、子ども達への影響について、長期的かつ
客観的に評価するための手法の開発や研究の蓄積が望ま
れる。
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school: a survey of adults who have experienced barefoot 

education approximately 20 years ago
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Abstract
　　“Barefoot education” was once conducted at elementary schools all over our country as a part of “physical 
and health guidance.” In order to verify its effects, a questionnaire survey was conducted among adults who 
had experienced barefoot education approximately 20 years prior to the investigation. The results show that 
individuals who experienced barefoot education had significantly stronger internal control as measured by the 
Health Locus of Control (HLC) than those in the control group. Further, individuals who experienced barefoot 
education had significantly higher sense of coherence (SOC). However, no significant difference was found in 
terms of health conditions, such as the number of autonomic nervous system complaints, at the time of the 
investigation. It is concluded that more detailed examinations are necessary to establish the effects of barefoot 
education.
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